
（第１４号様式関連　参考書式）

○○年度市街地再開発事業に伴う公共施設等整備に関する協定書

（○○○○地区）

川崎市（以下「甲」という）と○○○○地区市街地再開発組合（以下「乙」という）は、川崎市市街地再開発事業補助金等交付要綱（以下「要綱」という）に基づき、○○年度○○市街地再開発事業に伴う公共施設等の整備とこれに　かかる費用の負担について、次のとおり協定を締結する。

（公共施設等整備の範囲）

第１条　乙は、別紙の「○○年度市街地再開発事業に伴う公共施設等整備計画書」（以下、「年度別整備計画書」という。）により、負担金の支払いにかかる公共施設等の整備を行うこととする。

（負担金の額）
第２条　甲は、年度別整備計画書のとおり、概算金額　○○○，○○○，○○○円を負担する。

（経費の配分等の軽微な変更）
第３条　乙は、経費の配分及び内容について、「都市局所管補助事業等の経費の配分及び内容の軽微な変更の取扱いについて（昭和４５年６月２５日付け　建設省都総発第１７３号）」の規定による軽微な変更をしようとするときは、あらかじめ別表で定める協議書を、甲に提出しなければならない。 
（整備基準等）

第４条　乙は、公共施設等の整備基準、仕様及び工期等について、甲の指示に従って事業を実施しなければならない。

（財産の帰属手続き及び管理等）

第５条　甲への公共施設等の引渡しが完了するまでの間は、乙がこれを管理することとする。

２　乙は、甲への財産帰属手続き及び管理等の所管換えについて、甲の指示により実施しなければならない。

（実績報告）
第６条　乙は、事業が完了したとき（事業の中止若しくは廃止の場合を含む。）は、別表で定めるところにより、事業の成果を記載した報告書を、甲にすみやかに提出しなければならない。協定に係る会計年度（以下、「事業年度」という。）が終了した場合も、また同様とする。 

（負担金の交付） 

第７条　甲が負担金を交付する時期は、事業完了後すみやかに行うものとする。ただし、甲は乙の行う事業の進捗に応じ、負担金の概算払いをすることが　　できる。

２　負担金の交付は、別表で定める請求書により行うものとする。
（負担金の精算） 

第８条　甲は、第６条の規定による報告書の提出を受けた場合においては、　　すみやかに報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る事業の成果が協定の内容に適合するものかどうかを検査し、適合すると認めたときは、交付すべき負担金の額を確定し、精算するものとする。

２　甲は、施行者に負担すべき負担金の額について検査を行った場合において、すでにその額を超える負担金が交付されているときは、乙は、その超えた　　負担金について、すみやかに甲に返還するものとする。
（是正のための措置）
第９条　甲は、事業の完了又は廃止に係る事業の成果の報告を受けた場合に　おいて、その報告に係る事業の成果が協定の内容に適合しないと認めるときは、当該事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを乙に　　対し命ずることができる。
（交付の取消し等）
第１０条　甲は、乙が負担金の他の用途への使用をし、その他事業に関して　　協定その他要綱又はこれに基づく甲の命令に違反したときは、当該負担金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

２　前項の規定は、第２条の規定に基づく負担金の額の確定があった後においても、適用があるものとする。 
（負担金の返還） 

第１１条　甲は、負担金の交付に係る協定を取り消した場合において、事業の当該取り消しに係る部分に関し、すでに負担金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（その他）

第１２条　この協定書に定めのない事項又はこの協定書の内容に関しての疑義が生じた場合には、要綱によるほか、その都度行う甲乙の協議により定めるものとする。

本協定の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保管するものとする。

年　　月　　日

甲　川崎市　　　　　　　　　　　　　

　川崎市長　　　　　　　　　　　　

乙　○○○○地区市街地再開発組合　　

理事長　○○　○○　　　　　　

（別表）

	名　 　称
	準用する様式※
	添 付 書 類（参考）

	協定書の締結
	
	　

	
	○○年度市街地再開発事業に伴う公共施設等整備に関する協定書
	本紙
	年度別整備計画書、種別内訳表、工程表、工事費内訳表、位置図、計画図

	軽微変更等（第３条関係）
	
	

	　
	軽微変更協議書

変更・中止・廃止協議書
	第４－１号様式、第５－１号様式、第６－１号様式、第７－１号様式
	年度別整備計画書、種別内訳表、工程表、工事費内訳表、その他当該変更・中止・廃止に係る図面、負担金事業契約状況総括表、負担金受入調書（すでに負担金の受入がされている場合）

	
	完了予定期日変更協議書
	第８号様式
	繰越額積算調書（予算の繰越を伴う場合）

	事業の実績報告（第６条関係）
	　
	　

	　
	遂行状況報告書
	第９号様式
	遂行状況が分かる写真及び図面

	
	完了実績報告書
	第１０号様式、
第１５号様式、
第１６号様式、
第１７号様式
	完了実績報告総括表、負担金受入調書、負担金事業契約状況総括表、清算工事費内訳表

発注実績報告書、入札（見積り）が行えないことに係る理由書

	
	年度終了実績報告書
	第１１号様式
	負担金受入調書、負担金事業契約状況総括表

	請求書（第７条関係）
	第３号様式
	負担金受入調書、覚書及び協定書の写し


※ここで準用する様式とは、「川崎市市街地再開発事業補助金等交付要綱」で定める様式をいう。

（備考）

１　本協定は、都市再開発法に規定する組合が施行者となる場合、協定書にある再開発準備組織を市街地再開発組合と読み替えることを妨げない。 

２　この書式は、地区の状況等に応じ、適宜修正して使用できるものとするが、協定書に添付する図書については、以下のものを参考とする。 

(1)「位置図」（縮尺：1/10,000程度とし、施行地区を青線で表示する。） 

(2)「計画図」（施行地区を青線、負担金の対象となる区域を赤線等で表示し、当該都市計画道路名などを記入する。） 
(3)「○○年度市街地再開発事業に伴う公共施設等整備計画書」（年度別整備計画書）

(4)「種別内訳表」（上記の年度別整備計画書の別添としてその内訳が明らかとなるようにする。）

(5)「工程表」（上記の年度別整備計画書又は種別内訳表とともに添付してもよい。）
(6)「負担金額算出図」（上記の種別内訳表とともに添付してもよい。） 

(7) その他負担金の使途を明確に表示する図面（必要に応じて添付する。） 

※なお、過年度に用地補償費の交付を受けている場合は、その位置を「計画図」「負担金額算出図」「その他負担金の使途を明確に表示する図面」の添付書類に色分け表示する。 


